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（参考）線区評価の結果に応じた再構築の方向性と関係者の役割

③  専門人材の育成・確保の支援

　こうした一連の仕組みを機能させていくためには、地方自治体において、公共交通政策に

関するノウハウを持った人材を育成していく必要がある。

　また、特定線区再構築協議会等において、専門的立場からの助言を得ていくための学識

経験者等のスペシャリストを各地において確保していく必要がある。

　このような課題に対応するための国の支援策の充実が大いに期待されるとともに、鉄道

事業者の協力も望まれる。

　さらに、国土交通省鉄道局及び地方運輸局鉄道部においては、特定線区再構築協議会

を自ら開催するにとどまらず、地方自治体が自ら積極的に、法定協議会や任意の協議会を通

じてローカル鉄道の在り方の検討を行うにあたって、ノウハウの共有や鉄道事業者等の関係

事業者との調整を含め、様々な形でのサポートを総合的に行う体制を整備すべきである。

6　その他

　鉄道路線の維持に当たっては、鉄道施設に関する高い技術力やノウハウの保持等が必要

である一方で、特に事業規模の小さい地域鉄道事業者にとっては負担が大きい。　

　こうした状況を踏まえて、国においては、公共交通ネットワークの維持を図るため、鉄道路

線が被災した際の復旧活動の支援や鉄道インフラの強靭化に対する公的主体の技術力や

資金力を活用した総合的な支援の枠組み等について検討が必要である。
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  Ⅶ  おわりに
　令和４年２月の検討会設置以降、関係事業者や地方自治体等の取組や意見を精力的に
ヒアリングするとともに、全都道府県及び一部の市町村、JR各社を含む鉄道事業者の代表
各社に対してアンケート調査も実施した。
　検討会における議論が進むにつれて、多くの国民が、ローカル鉄道を含め、今後の地域の
公共交通サービスの在り方に関心を寄せ、人口減少時代において直視せざるを得ない課題
の一つとしての認識が高まった。この間、国会での質疑や議員連盟による提言、全国知事会
による提言や複数の知事による緊急提言等も行われた。こうした貴重なご意見やご提言に
ついては、検討会にフィードバックされ、検討を更に深めるために活かされた。
　人口減少時代における公共交通サービスの利便性と持続可能性の確保については、ロー
カル鉄道のみならず、バス等、他の輸送モードにおいても深刻な課題であり、国土交通省で
は、官と民、鉄道とバス等、さらには地域の関連ビジネス等も含めた関係者の「共創」の実現
こそが公共交通の危機を救う処方箋と考え、アフターコロナに向けた地域交通の「リ・デザイ
ン」有識者検討会を別途設置している。今後、同検討会の提言も合わせて、より統合的な地
域公共交通戦略に発展させていくことが期待される。
　この先は、国土交通省を中心に、本検討会の提言の内容を実現するために、新たな制度
的枠組みの整備や必要な予算等の確保、推進体制の在り方等の検討を本格化していくこと
を求めたい。
　いずれにせよ、本文で述べているように、この新たな仕組みは、「ローカル鉄道の存続あり
き」が大前提とされ自己目的化するような文脈で活用されてはならない。定住人口や交流人
口の増加を通じて、魅力ある、持続可能性の高いまちづくりを実現していく中で、ローカル鉄
道、あるいはこれに代わる新たな輸送モードをどう位置づけ、どう活かしていくか、それによっ
てどのように地域モビリティを人口減少時代に合ったものに刷新していくか、各地域の戦略的
思考が試されており、まさに「頑張っている地域」を応援する文脈で活用されるべきである。
　新たな仕組みが立ち上がった暁には、事例の積み上げを重ね、地域公共交通の再構築の
相場観や好事例を増やすことで、関係者が着手しやすい環境を整えていく必要がある。いず
れにせよ、まずは「最初の一歩」を踏み出し、現状を未来思考、プラス思考で変えていく姿勢
が求められる。我が国の地方には無限の発展可能性がある。
　その上で、この仕組みも、今後の情勢の変化を踏まえて不断の改善・改良が加えられるこ
とが期待される。今後、人口減少の進展により、基幹的鉄道ネットワークを含めて、更に厳しい
状況に至れば、関係者の費用負担や財源の在り方を含めて、より踏み込んだ対応を検討せ
ざるを得ない。
　最後に、本検討会において、ヒアリングやアンケート調査等にご協力頂いた、すべての地方
自治体、事業者、関係機関の皆様に厚く感謝を申し上げる。
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【委員（敬称略）】◎：座長

◎竹内　健蔵　東京女子大学現代教養学部国際社会学科経済学専攻教授

　板谷　和也　流通経済大学経済学部教授

　加藤　博和　名古屋大学大学院環境学研究科教授

　羽藤　英二　東京大学大学院工学系研究科教授

　宮島　香澄　日本テレビ放送網（株）報道局解説委員

　森　　雅志　富山大学客員教授（前富山市長）

【オブザーバー】
　鉄道事業者　　　　一般社団法人日本民営鉄道協会
　　　　　　　　　　第三セクター鉄道等協議会
　　　　　　　　　　東日本旅客鉄道株式会社
　　　　　　　　　　東海旅客鉄道株式会社
　　　　　　　　　　西日本旅客鉄道株式会社

　その他交通事業者　公益社団法人日本バス協会
　　　　　　　　　　一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会

　労働者団体　　　　全日本交通運輸産業労働組合協議会（交運労協）

　自治体関係団体　　全国知事会
　　　　　　　　　　全国市長会
　　　　　　　　　　全国町村会

　国土交通省　　　　総合政策局　交通政策課
　　　　　　　　　　総合政策局　地域交通課
　　　　　　　　　　道路局　企画課
　　　　　　　　　　都市局　街路交通施設課
　　　　　　　　　　自動車局　総務課　企画室
　　　　　　　　　　自動車局　旅客課

【事務局】
　国土交通省　鉄道局　鉄道事業課

鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会
構成員名簿
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鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会

開催実績

第１回検討会（令和４年２月14日）
　・ローカル鉄道を取り巻く現状について
　・鉄道事業者よりヒアリング（JR東日本、JR西日本、近江鉄道）

第２回検討会（令和４年３月３日）
　・地方自治体よりヒアリング（滋賀県、広島県）
　・都道府県に対するアンケート調査等について

第３回検討会（令和４年４月18日）
　・論点整理
　・鉄道事業者・市町村に対するアンケート調査等について

第４回検討会（令和４年５月13日）
　・論点整理
　・とりまとめの方向性に関する自由討議

第５回検討会（令和４年７月25日）
　・提言案の議論


